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第1章 

本調査研究の背景・目的及び手法 
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1. 背景・目的  

1-1 本調査研究の背景  

わが国では今後高齢化の進展に伴い、これまで以上に認知症の人が増えていくことが予

測され、地域における認知症への対応が課題となっている。厚生労働省は関係省庁と共同で

「認知症施策推進総合戦略～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて～（新オレン

ジプラン）」を平成 27（2015）年 1 月 27 日に公表した。 

さらに令和元（2019）年 6 月には、厚労省を中心に議論されてきたこれまでの枠組みを

刷新し、政府主導のもと、「認知症施策推進大綱」がまとめられた。そのなかで、認知症バ

リアフリーの推進が謳われ、本人の意見を踏まえた商品・サービスの開発の推進と、それら

の登録制度の新設が目標として掲げられている。 

 

図 1 認知症推進施策大綱（2019～2025）の概要 
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図 2 認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人への支援・社会参加支援施策の概要 

 

 

一方で、認知症の人にとって使いやすい商品・サービスや、認知症による生活障害に対応

する商品・サービスの開発を、当事者の意見を取り入れて推進するにあたっては、課題も多

い。商品開発を行う企業にとっては、そうした認知症の方本人のニーズを把握する機会は限

られている。一方認知症患者も生活に様々な不便を抱えながらもそれを企業側に発信し、自

らの生活における障壁を少しでも減らせるようにすることは 1 個人には難しい。 

そうした現状を打破するため、近年は民間企業・大学・団体などを集めた協議会を組織し、

製品開発を支援するとともに、製品や試作品を現場で実際に使用してもらう実証フィール

ドを提供するといった取組も見られる。 

また、本人のニーズを反映させた商品開発を推進する上で、それらの商品・サービス、あ

るいはその取組自体を登録し、広く世の中に発信するといった仕組みも必要になる。 

こうした社会的ニーズや政策的な動向を踏まえ、認知症当事者が実現したいことやその

実現に向けた課題を把握し、地域の企業や団体と共有し、課題の乗り越え方を検討する方法

を模索することは意義が大きいと言えるだろう。 
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1-2 本調査研究の目的  

このような問題意識に鑑み、認知症の人が暮らしやすい社会を作るとともに、その社会

づくりに本人自身も企業も参画するような仕組みを作ること目的として、本調査研究では

デスクリサーチを通じて、認知症向けに開発された商品開発などにおける好事例を把握し

た。特に、好事例における体制構築の方法や、工夫についての情報を収集することで、今

後そうした取組を展開していく上での参考となる情報を収集する。 

また、今後の取組のあり方を模索するとともに、さらに広めていくための登録制度につ

いても検討するため、すでに同様の取組に関与している方や専門家に対してヒアリングを

行い、現状の課題や理想的なあり方についてのご意見をいただいた。さらに、有識者によ

る検討会を開催し、認知症の人本人の意見を収集し、企業などにつなぐための仕組みとし

て求められる機能や、今後の施策についても、次年度以降の活動に資するような形で取り

まとめることを目的とした。  
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1-3 調査手法  

（１） デスクリサーチの実施 

認知症の方の意見を反映するための仕組みとして、現時点でどういったものがあるのか

をWebサイトや記事などから調査した。調査の対象としては、すでに商品やサービスの開発

に至ったものにとどまらず、協議会やヒアリングの場を開催しているものも含めて調査し

た。 

（２） 有識者ヒアリング調査の実施 

認知症の方のご意見を企業などにつなぐための仕組みを検討するにあたり、すでにそう

した取組を主催する方や、当事者団体などで当事者の意見を聞いている方、民間事業者の方

など、様々な立場の方にお話しを伺った。 

ヒアリングでは、認知症の方の意見を企業につなぐためのプラットフォームとしてどう

いった仕組みが求められるか、認知症の方の意見をうかがう上での注意点・必要な工夫など

はどういったものが求められるかといった視点でご意見を頂戴した。 

また、ヒアリングの内容を踏まえ、事業の取組のステップごとに想定される課題について

もとりまとめ、今後の施策検討に役立てられるようにした。 

さらに、企業側の参画を促進し、認知症の方の意見を取り入れていくためにも、商品・サ

ービスなどを登録するためにはどういった仕組みや配慮が必要かについてもご意見を伺っ

た。 

 

（３） 好取組事例へのヒアリング調査 

 企業などが認知症の方の意見を直接聞くための場を設ける意味で、今後は自治体の役割

が非常に重要になってくると思われる。そこで、自治体が主体となって先進的な取組をされ

ている、京都府、福岡県福岡市の２自治体については、詳細なヒアリングをさせていただい

た上で、事例を取りまとめた。双方ヒアリングの機会をいただいたほか、開催されたミーテ

ィングや発表会などにも参加させていただき、実施の上での工夫や課題、将来展望などにつ

いても調査をした。 

（４） 検討会の開催 

認知症の人本人の意見を企業等へつなぐ仕組みの構築等に関して、商品開発を行った企

業及び会議事業所などへのヒアリングや、他分野も含めた商品開発における認証・登録制度

のあり方のデスクリサーチを基に、認知症の人の意見を反映した商品開発の仕組みとして

望ましいあり方や登録制度のあり方を検討するために、有識者からの学術的な意見や民間

企業及び当事者団体の現場の声を取り入れることは重要である。 

本調査研究では、上述の直近の情勢変化なども踏まえ、本事業がより効果的に認知症の人

本人の意見を企業等へつなぐ仕組みを構築できるよう、また、認知症の人が暮らしやすい社
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会を作るために、認知症の人向けに開発された好事例や認知症の人本人の意見を踏まえて

開発された商品・サービスを登録する仕組みのあり方についての検討を行うことを目的と

して、次頁の構成による「認知症の人本人の意見を企業等へつなぐ仕組みの構築等に関する

検討会」を設置し、検討を行った。 

本検討会では、下記の論点とした上で議論を行った。 

 

図 3 開催日程および論点 

回数 日程 論点・議題 

第１回 令和３（2021）年

２月 15 日 

・認知症の方の意見を集約し、企業の活動に反映させるため

に必要な仕組み 

・仕組みを実現するうえで想定される課題と、それを乗り越

えるうえで求められる取組や工夫 

第２回 令和３（2021）年

３月 10 日 

・認知症当事者・企業双方の参画の促すための工夫 

・取組を広げるために必要な事例や情報の提供 

・取組を深化・発展させ、課題のプラットフォーム化を進める

ための工夫 

第３回 令和３（2021）年

３月 16 日 

・認知症の方本人の意見を聞き、企業の商品・サービス開発に

生かすための仕組みとして望ましい形 

・取組を広げるための事例や情報の在り方、今後の課題 
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認知症の人本人の意見を企業等へつなぐ仕組みの構築等に関する検討会 

構成員名簿 

 

＜委員＞※敬称略 

座長 堀田 聰子 慶應義塾大学大学院 健康マネジメント研究科 教授 

委員 鈴木 森夫 公益社団法人 認知症の人と家族の会 代表理事 

 藤田 和子 一般社団法人 日本認知症本人ワーキンググループ 

 代表理事 

  鬼頭 史樹 名古屋市北区地域包括支援センター 

  中村 早苗 京都府 健康福祉部 高齢者支援課 

       高原 達也   一般社団法人 セーフティネットリンケージ 

代表理事 

  塚田 公香 イオン株式会社 環境・社会貢献部 

     小沼 亮太   第一生命保険株式会社 Dai-ichi Life Innovation Lab 

 マネージャー 

下田 健太   第一生命ホールディングス株式会社 

イノベーション推進ユニット マネージャー 
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第2章 

認知症の人の意見を取り入れるための

仕組みの好事例調査 
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1. 認知症の人の意見を取り入れるための仕組み  

1-1 認知症の人の意見を取り入れている組織・団体などの調査  

調査を開始する上に、認知症の方の意見を取り入れるような場を設けているような組織・

団体などはどういったあるのかについて公開情報から調査を行った。 

 

（１） 認知症の人の意見を取り入れるための仕組みのパターン 

 

図 4 仕組みの主な分類 

 

（出所）国立研究開発法人日本医療研究委開発機構、静岡県、京都府 HP より 

 

（２） 認知症の人の意見を取り入れるための仕組みの運営パターン 

 認知症の人の意見を取り入れるための仕組みとして、協議会などの場を設けていたり、企

業などが積極的に当事者と協働していたりするような仕組みについて調査した。 

 好取組事例には大きく分けて行政主導、学術団体・NPO 主導型・民間企業主導型の 3 パ

ターンがある。基礎自治体や都道府県が主体となる行政主導型は、単発イベントのみならず、

継続的な協議会を開催しているケースも見られる。学術団体や民間企業主導の場合、サービ

スの実現まで一気通貫で行っている事例が多い。 
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 具体的な調査事例については下図に示す。継続的に協議会を開催していたり、多くの企業

を巻き込んでの実施ができていたりするような先進的な事例については、内容についての

詳細調査を行った（下図の青く色づけされたもの）。 

 

図 5 主体別の取組の動き 

 

（出所）宇治市れもねいど HP、「認知症に関する官民連携プラットフォームの作成に関する報告書」、まちだ D サミット HP、 

「認知症バリアフリー社会の実現等に関する調査研究事業報告書」、日本認知症官民連携協議会 認知症アクションアライアンスワーキ

ンググループ（経済産業省）中間報告書及び HP、福岡市 HP、認知症未来共創ハブ HP、「認知症バリアフリー社会の実現等に関する調

査研究事業報告書」、「「スローショッピングはじめました」～認知症になってもやさしいまちは誰にとってもやさしい～岩手県滝沢市」

記事、社会福祉法人京都福祉サービス協会高齢者福祉施設西院 HP、dfshop 財布プロジェクト報告会議レポート、湘南ヘルスイノベー

ションパーク HP より 
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（３） 認知症の人の意見を取り入れるための好事例 

① 京都府「認知症にやさしい異業種連携協議会」 

 京都府では、他の自治体に先駆けて異業種連携協議会が設置され、多くの異業種企業に加

えて認知症の人と家族の会も参加している点に特徴がある。異業種連携協議会には、認知症

の人と家族の会が検討会やシンポジウムに参加しており、当事者の声が企業に直接届く仕

組みとなっている。詳細については第４章に記載する。 

 

図 6京都府の事例詳細 

 

 

（出所）認知症にやさしい異業種連携協議会 HP、認知症施策における官民連携の好事例に関する調査研究事業報告書、 

COLTEM HP、日経ビジネス記事より 
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② 福岡県福岡市「福岡版認知症アクション・アライアンス」 

 福岡市では、英国の事例を参考に、医師・介護事業者なども発起人となって、約 40 社に

も及ぶ民間企業を巻き込み、認知症にやさしいまちづくりの準備を行っている。新型コロナ

ウイルス感染拡大の影響を受けて、一部オンラインでの開催となっているが、当事者の希望

を叶えるための取組など様々な工夫をしている。こちらについても詳細については第４章

に記載する。 

 

図 7 福岡市の事例詳細 

 

 

（出所）認知症未来共創ハブ HP、認知症に関する官民連携プラットフォーム構築に関する調査研究事業報告書、福岡市 HP より 
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③ 認知症未来共創ハブ 

 認知症未来共創ハブは、本人中心の政策提言や企業との実証を目的に、認知症当事者 100

人インタビューの実施や、自治体・企業のコンサルティングを実行している。インタビュー

やワークショップに認知症当事者を巻き込み、その声を伝達・発信する仕組みや、生活課題

や心身機能障害を可視化している仕組みに特徴がある。 

 

図 8 認知症未来共創ハブの事例詳細 

  

（出所）認知症未来共創ハブ HP、日本仕事百貨堀田氏・筧氏インタビュー、 

川崎市第３回超高齢社会の到来に向けた地域包括ケアシステムのあり方検討会議議事録より 
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④ 認知症支援地域ネットワークとスーパーマイヤ滝沢店 

 認知症支援地域ネットワークでは、医師会発の地域ネットワークにより、サービス提供者

を巻き込んで実際にサービスを提供することを実現している。 

具体的には、認知症の人が滞りなく買物ができるスローショッピングの実施や、当事者同

士や専門職員と会話できるくつろぎサロンといった取組を実現している。 

 

図 9 認知症支援地域ネットワークの事例詳細 

 

（出所）認知症バリアフリー社会の実現等に関する調査研究時用報告書、たきざわ社会福祉協議会だより(191 回)、認知症フォーラ

ム.com、「「スローショッピングはじめました」～認知症になってもやさしいまちは誰にとってもやさしい～岩手県滝沢市」より 
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⑤ 湘南会議 

 第二回湘南会議では、湘南ヘルスイノベーションパークの重点領域の一つである、認知症

領域のビジネス化を目指し、４つの民間企業が参加してビジネスモデルの考案を行った。 

参加企業３社が主体となって３つの新しいビジネスモデルを考案し、認知症当事者を巻

き込んでビジネス化を目指すと宣言している。 

 

図 10 湘南会議の事例詳細 

 

（出所）湘南ヘルスイノベーションパーク HP、アルフレッサヘルスケア HP、タウンニュース記事より 
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2. 商品・サービスの登録や好事例の発信の手法に関する調査  

2-1 商品・サービスの登録制度のあり方  

（１） 商品・サービスの登録制度のあり方に関する調査 

商品・サービスを紹介するためのプラットフォームとしては、多くのパターンが存在する

が、運営主体や登録基準、公開方法によりその特性が異なる。特に、運営主体によって設置

目的が異なり、その目的に合わせて基準や公開方法を選択している。 

 

図 11 商品・サービスの紹介・登録プラットフォーム分類とその特徴 
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楽天株式会社は、SDGs に合致する商品を登録しており、その際に他の認証を利用して

いるほか、独自に審査を行っている。またプラットフォームを盛り上げるため企業と消費

者両者に啓発を行っている。 

 

図 12 楽天株式会社の事例詳細

 

（出所）EARTH MALL with RAKUTEN サイト、日経新聞記事より 

東和銀行は、取引先の商品を登録し、消費者に購入してもらうサイトを運営している。

一定の審査はあるものの、取引先であれば基本的に掲載できるようになっている。 

図 13東和銀行の事例詳細 

 

（出所）東和銀行 HP、日経新聞記事より 
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広島県は、県が作成した基準をもとに各企業の商品を登録しており、登録された商品を

公共事業において率先して使用する取組を実施している。 

 

図 14 広島県の事例詳細 

（出所）広島県 HP より 

 東京都は、都が作成した基準のほかに業界団体の作成した基準も用いて各企業の対策を 

啓発しているとともに、ステッカーやマップなどの公開にも力を入れている。 

 

図 15 東京都の事例詳細 

（出所）東京都 HP より 

せとうち DMO では、独自に作成した基準に合致する商品をリスト化し、ロゴマークを付

与して消費者に分かりやすい形でブランディングを行っている。 
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図 16 せとうち DMOの事例詳細 

（出所）日経新聞記事、せとうち GMOHP より 

 

 GPN は、独自に作成したガイドラインのほかに法律を登録基準として客観性を担保し

ている。サイト上では検索がしやすいようにカテゴリー別検索などの工夫を行っている。 

 

図 17グリーン購入ネットワークの事例詳細 

 

（出所）GPNHP、エコ商品ねっとより  
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3. 当事者が商品・サービスを評価するための仕組み  

3-1 当事者による評価制度の仕組のあり方  

利用者の参加を促進するための工夫の一つとして、当事者の意見を活用して作られた商

品・サービスを掲載して利用者に情報を提供する仕組みが考えらえる。実際の利用者から

のレビューなども掲載することで、双方向型の仕組みを構築できるのではないかとの観点

から、消費者による評価を行うプラットフォームの仕組みについても調査を行った。 

 

図 18 消費者による評価を行うプラットフォームのまとめ 

 

 

 特に今回の認知症の当事者の意見を集約する仕組みに近いのが、株式会社ミライロと公

益社団法人日本財団が運営する Bmaps というサービスであろう。 

当該サービスは東京五輪に向けたバリアフリーマップの開発をしたもので、事前に登録し

た障がい者などの生活に不自由を感じる人々が店舗や施設の情報を登録している。自身の

身体特性に応じた使いやすさや提供サービス・施設などについて評価・コメントしている。   

投稿者の属性ごとに検索できるなど、閲覧する当事者が利用しやすい工夫がなされている。 

当該サービスは財団からの助成に加えてスポンサー企業・個人からの協賛費により運営

されている。 
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図 19 株式会社ミライロの事例詳細 

（出所）株式会社ミライロ HP、公益財団法人日本財団東和銀行 HP、日本財団図書館、Bmaps サイトより 
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第3章 

有識者ヒアリング
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1. ヒアリング調査の概要  

1-1 ヒアリング調査の概要  

（１） 調査対象 

 認知症当事者の意見を企業に反映する活動をされている方や、当事者の意見を踏まえた

企業活動をされている方を中心にお話を聞かせていただいた。 

 

図 20 ヒアリング対象者一覧 

種別 所属 お名前 ヒアリング日 

NPO団体 issue+design 筧裕介 代表 令和２（2020）年９月８日 

NPO団体 認知症の人と家族の会  鈴木森夫 代表理事 令和２年９月 14日 

NPO団体 認知症フレンドシップクラブ 徳田雄人 理事 令和２年９月 15日 

民間団体 borderless -with dementia- 鬼頭史樹 様 令和２年９月 18日 

NPO団体 セーフティネットリンケージ 
高原達也 代表理事 

塩崎卓巳様 
令和２年 10月 20日 

民間企業 マイヤ 辻野晃寛 様 令和２年 11月 11日 

民間企業 エクサウィーズ 高柳智美 様 令和２年 11月 16日 

 

（２） ヒアリング項目 

1. 認知症の方のニーズを集約する仕組みについて 

⚫ 認知症の人のニーズ 

• 認知症の方のニーズとして挙がる項目 

• 支援が求められる業界 など 

⚫ ニーズを集約する仕組みを実現するにあたって考えられる課題 

• 認知症の方本人がニーズを投稿する際の課題 

• 認知症の方本人の意見を集約する際の課題 など 

⚫ ニーズを集約する際に必要な工夫 

• 認知症の方特有の留意事項 など 
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2.登録制度のあり方について 

⚫ 登録制度の是非について 

• 登録制度に対するご意見 など 

⚫ 登録制度に求められる条件 

• 登録すべき取組・製品・サービスの例 

• 登録する際の要件 など 

⚫ 登録制度を実現するにあたって考えられる課題 

• 認知症の方からの見え方 

• 認知症の方が参照する際の課題 など 

⚫ 必要となる工夫 

• 認知症の方特有の留意事項 など 

⚫ 登録の方法について 

• リスト掲載場所や主導すべき団体・機関について など 
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2. ヒアリング調査の結果  

2-1 ヒアリング調査の結果  

（０） 想定されるプラットフォーム 

 先述の通りニーズ集約の仕組みとしては、A.インターネットによるニーズ収集、B.行政な

どによる公募、C.協議会・イベントなどでのマッチングの３パターンが想定される。特に認

知症当事者の意見を企業につなぐという仕組みを想定する場合には、A と C の形が想定し

やすい。C の協議会やイベントについては後述の京都府や福岡市の取組など、すでに事例が

あるが、A のインターネットを通じたニーズ収集については事例がないため、下図のような

仕組みを想定した。 

 

図 21 認知症当事者と企業をつなぐプラットフォームのイメージ 

 

 現状のスマホ保有率や開発期間などを検討すると、認知症当事者を巻き込んだ双方向型

のオンラインプラットフォームの構成はすぐに実装できるものではないが、将来的には、オ

フラインとオンラインを組み合わせた実施が必要になるとの考えから、協議会などでのマ

ッチングに限定せず、オンラインプラットフォームでのニーズ収集についても認知症当事

者・企業双方のニーズや導入する上での課題などについてヒアリングした。 

（１） 認知症当事者のニーズについて 

 認知症の当事者が企業の方に伝えたいというニーズは大きいという点については誰もが

同意していた。特に、認知症の領域においては、他と異なり、認知症の当事者と支援をする

方（ご家族・パートナー）ではニーズの内容に差があることも事実であるため、当事者自身

のニーズを聞くことが重要である。 
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しかしながら、認知症当事者の意見や語りが、企業に望まない形で使われたという声も一

定数存在する。当事者とのやり取りの方法や当事者からの意見の利活用には細心の注意を

払う必要がある。 

また、認知症当事者といってもその症状や生活環境にはかなり幅があるため、どういった

当事者に焦点を当てるのか、を明確にする必要があるとの意見もあった。 

当事者ニーズを収集する上では、工夫が必要である。特に認知症当事者にとっては、現状

の生活が当たり前となってしまっているため、ただ課題を聞くだけではニーズが顕在化し

にくい。そのため、ニーズのみを注視するのではなく、当事者の生活がどのように変わった

かをモニタリングするなどして、想定ニーズをとらえるなどの手法もありうる。 

最も重要なポイントとしては、認知症当事者が「実現したいこと」について対話をするこ

とであり、困りごとを解決するという視点にとらわれず、認知症当事者の生の声を踏まえた

明るいストーリーの中に企業も参画してもらうことであろう。 

 

（２） 企業側のニーズについて 

企業側は多くの場合認知症当事者のニーズを欲していないというのが最大の問題であろ

う。認知症当事者の生活と深くかかわっている一般企業に対して調査をしても、認知症当事

者の方を特定の顧客としてみていないことも多く、企業が「自分ごと」としてとらえきれて

いないという現状がある。 

また、自分ごととしてとらえて取組に参画している企業でも、ビジネスとして成立させる

のに苦慮している企業も多い。当事者の立場からすると属性を細かく分けて、そのニーズに

マッチするような形でも検討が望ましい一方で、焦点を絞りすぎると、企業としてのターゲ

ットが減り、市場規模が小さくなってしまう。企業として商品・サービスなどの検討を行う

に当たっては、エビデンスの収集や規模の担保が必要となる。企業側の意思決定を促進する

ためにも、数字や規模感などの情報も収集できるような形の取組が求められるであろう。 

 

（３） 取組を進める上での課題 

当事者の意見を企業につなぐための取組を進めるためには、依然として課題も多い。 

対面・非対面に限らず、認知症当事者と企業を集め、双方の意見やニーズを集約するプラ

ットフォームを構築するケースを想定し、その実現に向けたステップごとに想定される課

題を下図の通りとりまとめた。 
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図 22 フローごとの主体別の課題

 

 

特に、オンライン上でニーズや意見の収集を行うためには、配慮すべき点や乗り越えなけ

ればならない点がある。特に、認知症当事者には高齢の方も多く、ICT ツールを使い慣れて

いる方ばかりではない。そのため、周囲のサポートによる参加を促すだけでなく、そもそも

簡単に使うことができるようなアプリケーションやツールを作ることが重要になる。 

また、オンラインプラットフォームの作成や運営についても課題が残る。特に持続的な運

営を想定する上では、行政の援助なしで自走できるようなマネタイズモデルの構築が必須

となる。さらに、個人情報などを扱うことも踏まえ、認知症当事者が安心して利用できるよ

うな環境・運営主体であることも必要となるだろうとの指摘がされていた。 
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図 23 プラットフォーム上で想定される課題 
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第4章 

好取組事例へのヒアリング調査 
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0. ヒアリング調査の概要  

0-1 ヒアリング調査の概要  

（１） 調査対象 

先述の通り、文献調査を実施し、その中で先進的な取組をされている京都府と福岡県福岡

市の事例について、ヒアリング調査の対象とし、調査項目の検討を行った。 

京都府には実際に訪問の上ヒアリングを実施し、福岡市については電話でのヒアリング

を実施した。その他、両自治体が実施している報告会やミーティングにも参加させていただ

き、取組の詳細を把握した。 

 

（２） 調査項目 

ヒアリングの項目としては下記の通りである。 

1. 取組を始めた背景・目的  

⚫ 取り組もうと考えた背景・目的 

• 取組の背景・経緯 

• 事前に認識していた事業実施上の課題 など 

⚫ 取組開始時の目標 

• 取組を行う上での目標 など 

  

2. 実践している取組内容・工夫 

⚫ 具体的な取組内容と予算 

• 協議体などの体制・協力している機関 

• 取組内容・検討内容 

• 利用財源 など 

⚫ 参考にした取組 

• 参考にした他の事例 

• 上記を参考にした背景・理由 など 

⚫ 工夫のあり方 

• 仕組みづくり上の工夫 

• 認知症の人本人の意見を聞く上での工夫  

• 企業とのマッチングの手法 など 

3.取組を通じて得られた効果・成果（取組途中のものを含む） 

⚫ 取組の結果 

• サービス化・商品化に至った事例 

• 取組を通じてもたらされた変化 



32 

 

 

• 取組のうち効果的だった手法・施策 

• 本取組がもたらした定性的な効果・成果（の見込み） など 

4. 求められる体制や支援 

⚫ 認知症の人のニーズ 

• 認知症の方のニーズとして挙がる項目 

• 支援が求められる業界 など 

⚫ 企業側のニーズ 

• 意見収集の方法や求められる意見のレベル など 

5.認知症の人本人の意見を企業に反映する仕組みの将来展望 

⚫ 今後の取組方針 

• 新たに取り組もうとしていること 

⚫ 課題・期待する支援など 

• 取組の過程で見いだされた課題・残された課題 

• 国・専門家・都道府県に期待する支援 など
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1. 京都府  認知症にやさしい異業種連携協議会  

1-1 京都府の取組について  

（１） 京都府の基本情報・京都府認知症にやさしい異業種連携協議会の概要 

人口 146.9 万人 

世帯数 72.2 万世帯 

高齢化率 21.9% 

要介護（要支援）認定者数 16.1 万人 

京都府では、「新・京都式オレンジプラン」を作成し、認知症当事者の意思が尊重され、

安心して生活できる社会の実現を目指し、医療・福祉・介護関係者と行政とが一体となって

取組を進めている。 

その取組の一環として、認知症にやさしいモノ・サービスを実現するため、令和元年度よ

り認知症にやさしい異業種連携協議会が開催されている。本協議会には高齢者や認知症の

方に身近なモノ・サービスを提供する金融・保険業や運輸業、小売業など様々な業種の企業

が参画しており、その数は 53 社（令和３（2021）年３月 17 日現在）にのぼる。 

 

図 24 認知症にやさしい異業種連携協議会の参加企業 

 

（出所）京都府提供資料 

  

令和3年3月17日現在53企業（順不同）

業種 企業名 業種 企業名
インテリアオフィス匠 株式会社京都銀行

有限会社キムラ建宅 三井住友信託銀行株式会社

株式会社クレマ 京都信用金庫

株式会社宮野商事 京都中央信用金庫

株式会社青木プラス 住友生命保険相互会社

株式会社アロマジョイン 第一生命保険株式会社

エーザイ株式会社 損害保険ジャパン株式会社

株式会社エージェンシーアシスト 東京海上日動火災保険株式会社

株式会社桜井金物 株式会社エフサポート

サンケイデザイン株式会社 株式会社エルハウジング

凸版印刷株式会社 株式会社フラットエージェンシー

株式会社もり 非特定営利活動法人日本医療経営機構

株式会社ヤマコー 非特定営利活動法人フラワーサイコロジー協会

京セラコミュニケーションシステム株式会社 一般社団法人みやこシニアサポート

株式会社COCO・WA・DOCO 司法書士法人おおさか法務事務所

株式会社スリーエース 司法書士法人山西福村事務所

一般社団法人セーフティネットリンケージ 林計理事務所

ソフトバンク株式会社 一級建築士事務所　スーク創生事務所

株式会社UBーBIZZ 生活関連サービス業、娯楽業 有限会社INFINITY、非特定営利活動法人なでぃ

株式会社キャビック ソーケンメディカル株式会社

都タクシー株式会社 ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社

アルフレッサ株式会社 株式会社HAPPY LEAF

株式会社大垣書店 京都エレベーター株式会社

京都生活協同組合 株式会社　漆芸舎

株式会社セブン-イレブン・ジャパン 綜合警備保障株式会社

株式会社ハートフレンド（スーパーフレスコ） 株式会社プライムアシスタンス

ゆう薬局グループ株式会社ゆうホールディングス

卸売業、小売業

認知症にやさしい異業種連携協議会参画企業 (認知症にやさしい異業種連携共同宣言賛同企業）

建設業

製造業

情報通信業

運輸業

金融業、保険業

不動産業

学術研究、専門・技術サービス業

医療・福祉サービス業

サービス業（他に分類されないもの）
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（２） 取組を始めた背景・目的 

京都府は、公益社団法人「認知症の人と家族の会」の本部が設置されていることもあり、

認知症支援を積極的に取り組んできた地域である。そのため、認知症当事者のための取組を

他都道府県に先駆けて開始している。京都府の認知症対策推進計画である「新・京都式オレ

ンジプラン」では、認知症のご本人とその家族が望む社会の姿を指標化した「認知症の人と

その家族が望む 10 のアイメッセージ」を作成し、各項目について認知症のご本人やその家

族、支援者を対象としたアンケートにより達成度の評価を行っている。 

 

図 25 「新・京都式オレンジプラン」10のアイメッセージ 

 

 

上述の「新・京都式オレンジプラン」の中には、「認知症の本人の意思が尊重され、住み

慣れた地域で暮らし続けられる社会の実現」が掲げられている。認知症当事者の生活には、

医療・福祉・介護関係者だけでなく一般企業も深く関与しているため、企業との連携も不可

欠である。しかしながら、府政の他分野とは違い、認知症分野では企業との連携が全く進ん

でおらず、その現状に問題意識を持っていた。 

また、近年は認知症の早期発見・早期診断・早期対応の取組が推進されるようになり、軽

度から認知症と診断される事例も増加してきている。軽度の方は、病院で認知症と診断され

たのちも一般企業のモノ・サービスを利用して生活することとなる。このように、認知症当

事者が一般企業のモノ・サービスを利用する機会が増加してきている状況を踏まえると、一

（出所）京都地域包括ケア推進機構ホームページより 
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般企業との連携によって認知症当事者の生活を支える必要性がさらに高まっていると考え

ている。 

このような状況下で、企業が主体となった認知症当事者のためのモノ・サービスの考案を

通して、認知症当事者の住みよい社会を実現するという福祉的側面を重視し、本協議会を発

足させた。 

 

図 26 認知症にやさしい異業種連携協議会設立のきっかけ 

 

  

（出所）京都府提供資料 
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（３） 実践している取組内容・工夫 

令和元年度の発足以来、本協議会では主に２つの取組を実施した。１つは、認知症にやさ

しいモノ・サービスを創出する際の企業に求められる条件や留意点などをまとめた認知症

にやさしい異業種連携共同宣言の検討・作成である。もう１つは、企業が実際に認知症にや

さしいサービスアイデアの検討・作成である。 

認知症にやさしい異業種連携共同宣言については、令和２（2020）年９月末に共同宣言

の発表会が実施された。同年 11 月には令和２年度第１回認知症にやさしい異業種連携協議

会をオンラインで開催し、共同宣言の実践について意見交換を行った。 

認知症にやさしいサービスアイデアについては、令和元年度に認知症にやさしい異業種

連携協議会に参画した 19 企業がチームに分かれて検討を行った。検討の結果を踏まえ、令

和３（2021）年１月には、「認知症にやさしいサービスアイデア」の発表会が開催された。

サービス検討の要件として「認知症当事者（本人・家族）にニーズ調査を行い、その結果を

反映させていること」が含まれており、各企業は認知症当事者へのヒアリングなどを通じて

意見を聴収した。「最も“認知症にやさしく”、「課題解決」「地域・社会貢献性」「新規性・

革新性」「成長性」などの観点から優れたサービスアイデア」という評価基準から実際に出

てきたアイデアの評価も行った。 

本協議会の発足にあたり、認知症当事者向けの取組が進んでいる金融・保険業者のみなら

ず、認知症当事者や高齢者に直接サービスを提供している小売業者や運輸業者などに幅広

く参加を要請した。そのため、異業種でのグループワークの実施ができている。 

取組が成功している要因としては、参加費を無料としたこと、上記の通り業種を超えて企

業同士が情報交換や議論する機会を創出したこと、さらに「認知症の人と家族の会」の方を

毎回協議会に招聘するなど、認知症当事者の話を聞く機会を設けていることが挙げられる。 

特に３点目の認知症当事者の話を聞く機会の創出については、企業による検討が進んだ

段階で、認知症のご本人にも家族と共にグループワークに参加してもらい、直接企業と対話

できる仕組みとなっている。その際、認知症のご本人一人では企業側からの質問への対応に

不安を感じる方もおられるため、認知症のご本人だけでなくそのご家族やパートナーと共

に参加していただいた。令和 3 年度は、興味のあるテーマに認知症当事者が参加し、企業の

検討の当初から意見を述べるビジネスアイデアワークショップの開催を予定している。 

また、共同宣言やサービスの検討時に行った工夫として、認知症のご本人を対象としたモ

ノ・サービスを考えてもらうよう参加者を誘導したことが挙げられる。特に要件などを定め

ず認知症にやさしいサービスの検討を実施すると、認知症のご本人向けではなく、家族向け

のサービスアイデアが大半を占める場合が多い。そのため、京都府では、認知症のご本人の

生活上の困りごとやニーズを伝える機会などを意図的に設けた。 

  



37 

 

 

図 27 認知症にやさしい異業種連携協議会の主な取組 

 

 

（４） 取組を通じて得られた効果・成果 

認知症にやさしい異業種連携共同宣言は令和元年度に既に完成しており、令和 2 年度 9

月末には共同宣言の発表会が実施された。宣言には、「多様な認知症の方々の声を聴きます」

という全体を通じた目標のもと、10 のチェック項目が存在している。 

また、企業による認知症にやさしいサービスの考案については既に 5 つのサービスアイ

デアが完成しており、経済産業省の「認知症共生社会に向けた製品・サービスの効果検証事

業」に採択された企業も存在する。 

このように、モノ・サービスを検討する中で実際に経済産業省事業への提出につながるな

ど成功した要因は、事業化を目指して本協議会に参加した企業が存在し、その企業が他の企

業をけん引したことが大きかったと考えている。 

また、約１年の取組が終了し、企業担当者と令和 2 年度以降の取組内容について議論を

行うなかで、企業側からは高齢者、特に認知症のご本人向けのモノ・サービスを考案し、新

たな事業として取り組みたいと考えているという声も聞かれた。 

  

（出所）京都府提供資料 
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（５） 求められる体制や支援 

企業側と認知症当事者のニーズが必ずしも合致しない中、それぞれのニーズに合った形

での体制づくりや支援が必要になってくると考えている。 

企業はビジネスとしての可能性を見いだせることが前提となるため、認知症のご本人や

その家族がどのようなモノ・サービスであれば購入・利用するのか、ニーズのある認知症当

事者はどの程度いるのかといった情報を聞きたいと考えている。特に認知症の方の大半を

占める高齢者を対象にしたいと考える企業も多いが、現状は認知症高齢者の方のニーズを

聴く機会はほとんど無い。実際は認知症のご本人を対象にしたアンケートは数十人が限界

であり、また軽度認知症の方や、若年性認知症の方に限定されてしまうという問題がある。

また、京都府は広域自治体であるため、京都市などの大都市とそこから距離の大きく離れた

丹後地域などが存在しており、両者では、認知症のご本人のニーズが異なってくるのではな

いかとも考えている。そのため、より多くの認知症のご本人に参加してもらえるような働き

かけは必要だと思っている。 

 一方で、認知症のご本人のニーズとしては、認知症と診断されるとこれまでの日常生活や

友人関係と切り離されてしまう場合もあるため、通常通りの日常生活を送りたいという意

味で、買い物や移動、社会参加についてのニーズが多く聞かれる。 

 ただし、日常生活に関するニーズは生活を比較的健康に送ることのできている若年性認

知症や、比較的軽度な認知症の方のニーズであり、80 歳以降の認知症高齢者はまた異なる

ニーズをお持ちかもしれないと考えている。しかしながら、上述のように認知症高齢者の方

のニーズを聞く機会はほとんど無いというのが現状である。 

こうした課題も踏まえ、より企業・当事者双方の参画を促すためにも、認知症があらゆる

世代の関心となり、特に若い世代に継続的に関心を持ってもらえるきっかけとなるような

キャンペーンや、誰でも認知症をオープンにし、思いやニーズについて自由に語ることがで

きるような啓発活動が国をあげて実施されることを期待している。 
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（６） 認知症の人本人の意見を企業に反映する仕組みの将来展望 

認知症にやさしい異業種連携共同宣言への賛同企業を増やしたいと考えており、現在は

京都府公式 HP 上の認知症にやさしい異業種連携協議会のページ上にて応募を受け付けて

いる。また、共同宣言内に、「多様な認知症当事者の声を聴きます」という項目がある。こ

の項目に基づき、全ての企業に、協議会への参加や企業独自のボランティアなどを通じて認

知症のご本人に意見を聞く機会を持ってもらいたいと考えているとのことであった。 

 協議会については、現状参加している企業はサービス提供を行う企業が大半なこともあ

り、商品開発を行っている企業を中心にさらに参加企業を増やしたいと考えている。加えて、

認知症当事者向けの取組を実施していないが、何らか認知症について知見を得たいという

企業にも参加してもらいたい。 

 その場合、参加企業間で認知症への理解度が大きく異なることが想定される。したがって、

全ての企業が参加でき、認知症専門医や介護福祉関係者、また認知症当事者から話を聞く機

会を設けるといった認知症に対する理解を深める基礎編と、認知症当事者向けのビジネス

を創出したいと考えている企業がビジネスアイデア構築を行うためのワークショップや、

ビジネスマッチングを行う発展編とにレベル分けをすることを想定している。 

今後の協議会運営に際しての課題は、上述のとおり認知症のご本人の意見の収集方法であ

る。社会に向けてニーズを発信できるのは若年性認知症のご本人や、比較的軽度な認知症の

ご本人であることが多い。また、比較的ニーズを聞きやすい都市に居住している認知症のご

本人のニーズにも限定されてしまっているため、今後はより多くの市町村への働きかけ、多

様な認知症の方のニーズを収集できるようにしたい。 
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2. 福岡県福岡市  福岡版認知症アクション・アライアンス  

2-1 福岡県福岡市の取組について  

（１） 福岡県福岡市の基本情報・福岡市が取り組む認知症関連の事業概要 

人口 160.3 万人 

世帯数 83.2 万世帯 

高齢化率 21.9% 

要介護（要支援）認定者数 7.0 万人 

福岡市では人生 100 年時代を見据え、誰もが心身ともに健康で自分らしく生きていける

個人の幸せと持続可能な社会を両立できる健寿社会のモデルをつくるプロジェクトである

｢福岡 100｣を推進している。「福岡 100」では、健康づくり・介護予防・医療など 14 のカテ

ゴリーから、令和７（2025）年までに 100 のアクションを実践することを目指している。

「福岡 100」の１つとして、認知症の人やその家族がいきいきと暮らせる認知症にやさしい

まちとしての「認知症フレンドリーシティ」を掲げ、認知症フレンドリーシティ・プロジェ

クトを行っている。このプロジェクトには、認知症カフェの開設促進や「認知症にやさしい

デザイン」ガイドラインの策定などが含まれる。 

また、認知症当事者が活躍する場の創出を課題として挙げており、今後は認知症にフレン

ドリーな商品・サービスを開発する体制（福岡版認知症アクションアライアンス）の構築な

どに取り組むとしている。 

 

（２） 取組を始めた背景・目的 

福岡市は、2017（平成 29）年６月に「福岡市保健福祉総合計画」を策定した。これは、

超高齢者社会を迎えるにあたり、「持続可能で生活の質の高いまち」を構築し、また、「10 年

後の将来に向けたあるべき姿」を達成するために今後の道筋を示すものである。計画の中で

は同市の動向として、認知症高齢者数が平成 25（2013）年の 2.9 万人から令和７（2025）

年には 5.5 万人まで増えると推計されており、高齢者分野における基本目標３では「認知症

施策の推進」が掲げられた。主な取組は「認知症に関する啓発の推進」であり、認知症サポ

ーター（認知症を正しく理解し、認知症の人やその家族を温かい目で見守る人）の養成や認

知症の人にやさしい地域づくりに取り組むと示されている。 

平成 30（2018）年３月には、超高齢社会に即した新たな社会システムづくりを加速させ

るための具体的なアクション推進戦略である「福岡市健康先進都市戦略」を策定した。注力

する領域としての７つの柱の１本目には「155 万人がケアに参加するまち」とあり、企業や

市民など社会を構成するさまざまな主体がそれぞれの立場において認知症に係る支援的な

取組を推進することで認知症の人や家族が安心して暮らせる地域づくりを目指すとされて

いる。 
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平成 30（2018）年２月の「認知症フレンドリー宣言」を経て、同年７月には、「福岡 100」

の中でも社会的ニーズや効果が高いとされるリーディング事業として、認知症フレンドリ

ーシティ・プロジェクトが開始した。この目的としては、上述の個人の幸せと持続可能な社

会を両立のほか、認知症の人やその家族がいきいきと暮らせる認知症にやさしいまちづく

りである。 

 

（３） 実践している取組内容・工夫 

 認知症フレンドリーシティ・プロジェクトでの取組内容は多岐に渡る。各取組の内容は下

述の図表に記載し、代表的な３つの取組の詳細を述べる。 

 

図 28 「認知症フレンドリーシティ」の実現に向けたプロジェクト内容 

認知症コミュニケーシ

ョン・ケア技法 

認知症フレンドリーシティの基礎となる、人づくり・地域づく

りのため、認知症コミュニケーション・ケア技法「ユマニチュ

ード®」の普及を推進する 

見守り実証実験 デバイスによる認知症の人の見守りの実証実験を実施し、捜索

可能なシステムの有効性を検証する 

「認知症の人にもやさ

しいデザインの手引き」

の策定 

認知症の人がストレスなく安心して生活できる環境を整備し，

症状の悪化防止や介護負担軽減を図るために認知症の人にも

やさしいデザインの手引きを策定する 

認知症カフェの設置促

進 

認知症の人やその家族、地域住民などが気軽に集い情報交換や

お互いを理解する「認知症カフェ」を開設したり、運営費の一

部を補助したりする。 

ICT を活用した認知症

の早期発見 

認知機能の簡易検査ができるタブレットを活用し、認知症の早

期発見と認知症予防の啓発を実施する 

認知症サポートチーム

（認知症初期集中支援

チーム）の拡大 

認知症サポート医や医療・介護の専門職が認知症の人を訪問

し、適切な医療・介護につなぐという、認知症の早期発見・早

期対応の体制づくりを行う 

認知症本人のピアサポ

ート活動支援事業 

認知症本人が、自分以外の認知症の「仲間」とのつながりを通

して思いを共有するほか、同じような不安を抱える人の暮らし

を支える担い手である「ピアサポーター」として活動できるよ

う支援を行う 

（出所）福岡県福岡市 HP より 
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令和２（2020）年３月に策定された「認知症の人にもやさしいデザインの手引き」は、認

知症当事者を含む多くの人が、より過ごしやすい環境を整える 30 のポイントをまとめたも

のである。認知症当事者が居住する自宅や施設などだけでなく、外出先などの多くの建物で

認知症の人にもやさしいデザインが取り入れられることで、認知症の人が暮らしやすい環

境の整備を促進することを目的としている。「認知症の人にもやさしいデザイン」とは、認

知症の人が周囲の環境を即座に理解でき、持っている能力を引き出すようなデザインを指

す。 

平成 30 年（2018）４月に、有識者や施設従業者などで構成される「福岡市認知症にやさ

しいデザインガイドライン策定委員会」を設置。令和元年度にかけて６回の委員会を開催し、

株式会社メディヴァの協力を得ながら検討を行った。また、デザインの一部を同市の公民館

に試験導入の上，認知症の人や公民館利用者などに対するアンケート調査も実施した。ガイ

ドラインでは「記憶に頼らず行動できる空間づくり」や「安心して自分で選べる居場所づく

り」を基本的な考え方として、簡単な工夫で対応できる具体的なデザインのポイントをまと

めている。 

 

図 29 認知症の人にもやさしいデザインの例

 
（出所）福岡県福岡市 HP より 

 福岡市には、認知症の人及びその家族・地域住民が気軽に集い、専門家などを交えた相談

や相互交流・情報交換ができる活動拠点としての「認知症カフェ」がある。「福岡 100」の

一つとして、認知症カフェを新たに開設する団体に対し、一定の条件下で開設や運営にかか

る経費の一部を補助する事業を平成 30 年度から開始した。目的は、認知症の人が住み慣れ

た地域で安心して生活が継続できること、認知症の人への効果的な支援を行うこと、認知症

の人の家族の介護負担を軽減すること、地域住民への認知症の啓発を促進することの４つ

である。令和３（2021）年３月時点では、市内約 40 か所弱に設置されており、認知症など

に関する講座や相談の実施以外にも、若年性認知症に特化していたり、介護者の集いを開催

していたりと、様々な特徴を持つカフェがある。 なお、認知症本人や家族からの相談に対
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応できる運営スタッフとして、認知症に対する正しい知識と具体的な対応方法などを市民

に伝える講師役である「キャラバン・メイト」の紹介を同市で行っている。 
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図 30 認知症カフェの例 

 

（出所）福岡県福岡市 HP より 

 認知症本人のピアサポート活動支援では、認知症本人が自分以外の認知症の「仲間」との

つながりを通して思いを共有するほか、同じような不安を抱える方の暮らしを支える担い

手「ピアサポーター」として活動できるよう支援を行っている。主な事業内容は次の３点で

ある。１点目は、認知症本人が集い、自らの体験や希望・必要としていることを語り合うほ

か、自分たちのこれからの暮らしや、暮らしやすい地域のあり方を一緒に話し合う「本人ミ

ーティング」の開催である。２点目は、医療・介護の専門職だけでなく、企業や市民に認知

症の人の声を発信する機会を設けるという、認知症本人の声を共有する場の実施である。そ

して３点目として、認知症本人が他の認知症の人の相談や寄り添う支援を行う「ピアサポー

ト」活動である。 

そして、認知症の人の見守りや、認知症の普及啓発などを実施する認知症フレンドリーシ

ティ・プロジェクトの次段階として、「認知症フレンドリーシティ・プロジェクト NEXT」

が行われている。『「支援」から「飛躍」へ』と謳い、認知症の人及び介護者が自分らしく暮

らすためには認知症とともに社会参加できる場が重要であり、産官学民のオール福岡で現

行プロジェクトの施策をさらに加速させるとともに、認知症の人の活躍の場の創出などに

も注力するとしている。このプロジェクトの柱となるのが、「福岡版認知症アクション・ア

ライアンス（DAA）構想」である。認知症アクション・アライアンス（DAA/ Dementia Action 

Alliance）は、イギリスで平成 22（2010）年に設立された、国家戦略として認知症ケア改

善に集中的に取り組むための産官学連携型のプラットフォームである。DAA には National 

DAA と Local DAA に分かれており、後者は各地域特有の課題やニーズに沿って各地域の

主体で設立されるものである。令和元年度から、福岡市でも同様の組織づくりを目指してい

る。 
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図 31 福岡市版 DAA構想について 

 

（出所）認知症に関する官民連携プラットフォーム構築に関する調査研究事業報告書より 

令和元年度初めから話し合いの場が設けられ、令和 ２年度以降の福岡版 DAA のコンセ

プトや具体的な活動内容、立上げの準備のための勉強会などについて、福岡市や医療・介護

事業者、有識者により繰り返し検討が行われた。また、福岡市版 DAA 立ち上げに向けて企

業への打診などが行われた。令和元年度末までに、インフラや交通、飲食・サービス業など

から約 40 社が参加している。 

DAA 構想の実現に向けた検討が進められる中で、企業側がいかにして「認知症フレンド

リーシティ」というコンセプトを理解し、自分事として参画してもらうかが大きな課題であ

った。認知症に関する理解を深め、「認知症フレンドリー」であることの重要性を啓発する

勉強会の開催や、認知症の人の暮らしに深く関わる主体として参画を期待される企業の選

定などを経て、DAA構想に向けた「NEXTミーティング」が実施された。令和元（2019）年 11

月のキックオフミーティングから令和３（2021）年３月の第８回までの実施に関する詳細は

図表の通りである。 

 

図 32 NEXT ミーティングの実施状況 

 開催日時 プログラム 

キックオフ 

（第１回） 

令和元（2019）年 

11 月 25 日 

基調講演、当事者とのディスカッション、参加者による

グループディスカッションとその共有 

第２回 令和２（2020）年 

１月 20 日 

講演、第１回での質疑に対する回答、認知症本人の登

壇、参加者によるグループディスカッション 

第３回 令和２年６月 17 日 

（オンライン） 

新型コロナウイルスが認知症の人に与える影響につい

て、当事者・医療・介護関係者によるセッション 

第４回 令和２年６月 18 日 

（オンライン） 

経済産業省における認知症施策について 

企業の取組事例の紹介 

第５回 令和２年７月 31 日 

（オンライン） 

グループワーク（認知症フレンドリーなビジネスの企

画・検討） 
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第６回 令和２年９月４日 

（オンライン） 

第５回で検討したプログラム内容の実施報告、フリー

トーク 

第７回 令和２年 12月18日 

（オンライン） 

これまでの取組の振り返り、福岡市版 DAA についての

セミナー 

第８回 令和３（2021）年３

月 19 日 

（オンライン） 

これまでの取組の振り返り、D アクティブ及び商品開

発の実践報告、福岡市版 DAA についてのセミナー 

（出所）福岡県福岡市提供資料より 

全８回のミーティングを通して、参加企業に福岡版 DAA の来春からのプログラムの一

部を体験してもらい、参加者が DAA への関わり方や活動の具体的なイメージをもった

り、主催者側が企業との対話の中で具体的なプログラムづくりに向けた企業の現状やニー

ズを知ったりする機会となった。参加者からは、「認知症の方の気持ちに寄り添い，暮ら

しやすいまちづくりを一緒に考える方向性は素晴らしい」や「他社の意見を聞くことで，

異業種連携の契機になりうるのではないかと思う。もっと色々な意見を聞きたかった」な

どの声が上がった。 

 取組での工夫点としては、継続的な活動とするために、CSR などではなく、あくまで事

業として本業の中で何ができるかを考えてもらうよう促している点が挙げられる。また、民

間企業である以上、ビジネスとして成立しなければ続かないので、どのようなサービスなら

マネタイズできるかという点も含めて検討してもらっている。 

  

図 33 NEXT ミーティングでの様子 

 

（出所）福岡県福岡市 HP より 
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（４） 取組を通じて得られた効果・成果 

 令和元年度から続いた NEXT ミーティングでは具体的な成果は出ていないものの、経産

省の職員による講演通して、補助事業について紹介の紹介もしてもらっている。制度を活用

した事例がこれから出るかもしれない。 

また、福岡市は認知症フレンドリーシティ・プロジェクト NEXT の更なる発展を描いて

いる。認知症当事者や有識者、企業などから意見を聴収し、福岡市版 DAA の構築・促進に

よる認知症にやさしいまちづくりを目指している。令和２年度には、産学官民オール福岡で

現行施策をさらに加速し、「支援」から「活躍」へステップアップすることを掲げた。 

 NEXT ミーティングをきっかけとして、福岡市版 DAA 構想の趣旨に賛同し事業化に至

った「D アクティブ」がある。これは、認知症当事者が自分らしく暮らしていくためには、

生活支援・安全確保などを進めるだけでなく、認知症とともに生きる人の社会参画・活躍で

きる場をつくっていくことが重要であるという考えから、認知症本人の働く場を企業と⾏

政が⼀緒になって創り出していく取組である。最初の事例として、2021（令和２）年 10 月

より、市内の書店において、認知症当事者がその支援を行うパートナーと一緒に、月１回、

２時間程度の就労を開始した。市民や企業の認知症に対する理解促進だけでなく、認知症の

人が希望を持って生きる「共生社会」の推進にも繋がる。 

 

図 34 Dアクティブで就労している認知症当事者の様子 

 

（出所）福岡県福岡市 HP より 
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（５） 求められる体制や支援 

 福岡市版 DAA 構想が進められる中で、認知症とともに生きる人の社会参画・活躍できる

場を広げていくためには、認知症当事者と企業のニーズの双方を満たしていく必要がある。 

 認知症当事者も最も多いのは日常生活の中でのニーズである。特に、外出（移動）、外食、

買い物の 3 点の意見が集まっていた。 

外出については、日常的な食料品の買い物だけでなく大きな施設への外出なども含まれ

る。家から離れたショッピングモール内の携帯ショップや百円ショップで趣味のものを買

いたいという意見もあった。また、移動手段としては、電車よりもバスの方が良いという声

が多い。認知症の方は、不安になった際にすぐに聞ける人がいる方が安心することとのこと

で、バスでは運転手さんにすぐ聞くことができるほか、電車は乗ると景色が同じで不安にな

るとのことである。ただし、バスに乗ること自体が目的ではなく、本人の実現したいことを

行う中でどのような不安があり、その不安をどう解消するかに力点を置くべきと考えてい

る。 

 企業側のニーズとしては、当事者の日常生活について知りたいという声が多い。たとえば、

以前 NEXT ミーティングで登壇された認知症当事者の方から、携帯電話をスマートフォン

に変更し LINE を使うようになったことで、会話の履歴が遡ることができて便利になった

との話があった。そうした具体的な話からヒントを得ることができるのではないか。実際に

タクシー会社などでは、LINE でタクシーを呼べるようにしたり、自宅を登録して外出先で

困っても家に帰れるようにしたりするなどのアイデアが出ていた。また、企業からは、どう

いったシーンでどのような困り事があるのか、細かいステップに分解してどこでどのよう

な不安を抱くのかについて具体的に知りたいという声が上がった。 

 

（６） 認知症の人本人の意見を企業に反映する仕組みの将来展望 

 認知症当事者の声を企業に繋げる仕組みは、福岡市版 DAA の構築・促進により実現され

うると考える。認知症フレンドリーシティ・プロジェクトでは、DAA のサイクルを通じて

認知症当事者の意見を企業に反映し、認知症フレンドリーな商品・サービスの開発、認知症

の人や介護者の活躍の場の創出、他企業との商品開発コラボを目指している。実際に、NEXT

ミーティング後には、交通機関で利用するヘルプカードの導入や認知症の人にもわかりや

すい器具の開発といった案件が、福岡市と企業で協議されている。また、単にヒアリングや

ミーティングなどで意見を聴収するだけではなく、今後は認知症当事者が周囲のサポート

を受けながらも可能な範囲で社会参画や就労を行うことで、企業側の立場から認知症当事

者としての意見を反映させていくことも考えられる。 
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第5章 

総括 
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1. 総括  

1-1 認知症当事者の意見を企業等につなぐ仕組みを作る目的  

 これまでも記載した通り、認知症当事者の意見を反映できるプラットフォームを創設し、

認知症当事者が暮らしやすい社会を作ることが重要となる。 

 この仕組みは 

① 認知症当事者の意見を発信できる場を作るとともに、認知症当事者が感じている困

りごとやニーズに対する理解を促進する。 

② 認知症当事者の社会参加の機会を創出する。 

③ 認知症当事者に対する企業側の認知を高めるとともに、意見を反映した商品・サー

ビスの開発を促進する。 

ことを目的とし、認知症当事者・企業双方の参加を促すことが必要不可欠である。 

 また、認知症の方の意見を聞くというのは、単に認知症当事者が感じている困難や困りご

とを解決するにとどまらない。むしろ、現状の社会課題の解決にとどまらず、認知症の方が

実現したいことを踏まえ、それを様々な主体が一緒になって取り組んでいくという視点を

念頭に置くべきであるという指摘もいただいた。こと認知症分野については、正しく目的を

理解してもらうことが非常に重要となる。ただ認知症について話すという漠然としたお題

が決まっているだけだと、介護問題に話がいきがちになってしまう。何のための協議会かは

常に意識した会議運営が必要である。認知症当事者にとって生きやすい社会を作るという

目的意識を全国に広めることも重要であろう。 

 

1-2 認知症当事者の意見を企業等につなぐ仕組みの展開ステップ  

 現状認知症当事者と企業をつなぐための仕組みとしては、厚生労働省と経済産業省がそ

れぞれ取組を開始している。オンライン・オフラインの取組がある中で、将来的には、オフ

ラインで得た知見やノウハウをオンラインに反映し、最終的にはオンライン上で双方向型

のコミュニケーションを実現することが望ましいのではないかと考える。 
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図 35 認知症当事者と企業をつなぐ仕組の全体像 

 

 

 まずその初段階としては、京都府をはじめとして全国各地で広がりつつある、官民連携の

プラットフォームの構築を推進する。基礎自治体を中心として、当事者の生活の中での困り

ごとの解決や実現したいことを協働して実現していくような仕組みを構築する。 

その中で、当事者のやりたいことを実現する上での障壁の解消事例など、好取組を抽出し

て、全国に展開し、他地域での取組の実施に役立てるような情報プラットフォームを作る。

特に認知症当事者は症状や生活環境、経験、特技など当事者によって希望や対応方法も様々

である。どのような障壁をどのように解決したか、解決のためにはどういった体制を構築し

たかがわかるような形で掲載するのが望ましい。 
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1-3 実現の上での課題と必要な工夫  

オフライン・オンラインどちらのケースであったとしても、当事者と企業のニーズをマッ

チングするようなプラットフォームを形成するためには、できるだけ多くの当事者・企業に

参画してもらう必要がある。認知症当事者の参画を促す上では、認知症の方に当事者意識を

醸成することが課題となるだろう。特に認知症当事者は自らが意見を言ってよい、求められ

ているという意識を持っていないこともある。そうした当事者意識の醸成のためにも、まず

は当事者どうしがつながるピアプラットフォームや当事者プラットフォームといった仕組

みもあわせて検討することが重要であろうとの意見もいただいた。 

また、当事者の意見自体に価値があるということを明示的に示すためにも、意見をいただ

いた当事者に対して、報酬を支払えるような仕組みを導入することも必要となってくるだ

ろう。 

また、当事者のみならず、当事者との関わりを持つ自治体に対しての働きかけも重要であ

ろう。現状、自治体は意見を発したい当事者をすくいきれておらず、当事者のごく一部しか

こうした取組に参加できていない。より多くの当事者に参加を呼び掛けるためにも、日ごろ

から当事者に接している基礎自治体に対して、当事者への声かけや地方版認知症官民協議

会・本人ミーティングなどの場の設置を促す必要がある。 

他方、企業に対しても参画を促す上では、自社の事業と関連があることを認識してもらう

必要がある。現状取組を進めている自治体では、企業側が自社の事業と関係があると認識し

てもらえず、参加意向が低いケースもあるとの意見があった。認知症当事者が生活のシーン

でどういった課題があるのか、それにかかわる製品・サービスはどういったものがあるのか

についての情報を蓄積することで、より多くの企業に自分ごととしてとらえてもらうこと

が必要であろう。また、企業側の参加を促すためには、企業側のハードルを下げる必要があ

る。本人ミーティングを見学する機会を広く設けるなど、まずは当事者の悩みや思い、取組

についてのイメージを持ってもらうことが重要である。さらに、現状の活動の場としてどう

いったところがあるのか、どのような方が参加しているのかなどの情報を公開することで、

参画ハードルを下げることにもつながるだろう。企業はその特性上、意見を聞いてもすぐに

事業に反映できるとは限らない。その点をご理解いただいた上で、フラットに気軽に意見を

聞く場を設けることで、最終的な機会の拡大につながるのではないか。 

さらに、当事者・企業の両者をつなぐための立場となる、ファシリテーター・コーディネ

ーターが不足しているという課題もある。基礎自治体で本人ミーティングや協議会などが

できていない理由の多くが、コーディネーターがいないからであるとの意見もあった。そう

した課題を乗り越えるためにも元専門職や介護家族など、比較的当事者に近い立場にいる

方にボランティアとして参画してもらい、取組を進めることができると、より全国的に広げ

ることができるだろう。 
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 昨今の新型コロナウイルス感染症の状況下で、こうした福祉分野でもオンラインの活用

が始まっている。オンライン会議システムなどを活用すれば、地域や距離を超えて参加がで

きるため、より参画ハードルも下がるうえ、これまでは場がなくて参画できなかった当事者

も巻き込むことができるだろう。オンラインとオフラインの仕組みをうまく組み合わせな

がら、より広く意見をうかがえる場を作っていくことが今後求められる。
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1-4 事例展開・課題共有のための仕組みづくり  

 これまでも述べてきた通り、取組を全国的に広げるためには、基礎自治体での取組にとど

めるのではなく、よい事例や学びを展開・共有することが重要である。 

 今後地方版認知症官民協議会の開催が推進されていく中で、市町村単位で行っている取

組の内容やそこで挙がった意見などを都道府県・国へと挙げていくことで、各地での知見の

集積を図ることができるとともに、これから取組に参画しようとする当事者や企業、自治体

にとっても参考となるだろう。 

 そのため、より多くの主体の参加を促す意味でも、取組事例を掲載するだけでなく、当事

者が今どういったことを実現したいと考えているのか、どういった障壁を感じているかと

いったポイントや、現在の活動の場やアクセスポイントについての情報も提供するべきで

あると考えている。 

図 36 行政の取組の内訳と展開内容 

  

 こうした事例収集・展開を行っていく上で、その各プロセスに当事者が直接参加すること

が重要であろう。取組の結果生まれた商品・サービスへの評価のみならず、それに係るプロ

セスやきぎょう・パートナーの姿勢、制度自体を評価できるような枠組みを作ることで、認

知症の人本人も含めて「これからの社会をどう作るのか」というコンセプトからデザインし

ていくことができるだろう。 
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図 37 事例展開・課題共有のための仕組において必要な機能 

 

 上図にもある通り、事例展開・課題共有のための仕組みには、3 つの機能が必要だと考え

ている。それぞれに必要な機能や求められる情報は下記の通りである。 

 

① 取組事例の掲載 

取組事例を掲載する上では、取組の結果生まれた商品やサービスを登録するのみなら

ず、取組一連のプロセスやその改善点なども含んだ形での事例の紹介が望ましい。 

特に、好事例については多く見かけるものであるが、より取組を深化・発展させるた

めには反省点から学ぶ必要がある。先駆的な自治体や団体が感じる反省点は今後事業を

展開しようとする自治体などにとっても有益な情報となるだろう。 

また、企業の参画促進が課題となる中で、過去の事例については、どの程度の市場規

模や当事者の支出額を見込んだのかなど、可能な範囲で数値を掲載することも必要であ

ろう。民間企業である以上、ビジネスとして成立させることは継続的な事業実施のため

にも必要不可欠であるため、投資判断がしやすくなるような工夫も必要であると考えて

いる。 
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図 38 取組事例を掲載する上で発信すべきと思われる情報の内容 

 

 

② 当事者の実現したいことや感じている障壁の掲載 

当事者にとって普段の生活の中でどのような障壁があり、それをどのような方法で解

決したか、どのような生活を望むかといった情報を生活シーンごとに取りまとめること

が望ましい。企業側が見て自社の立場に置き換えて考えることで、自由な発想を促すこ

とができるようになれば、より当事者の意見を聞いて商品やサービスへと反映させるよ

うな動きにつながりうると考えている。 

また、困りごとだけではなく、実現したいことも含めることで、より企業・当事者双

方が、より良い生活を送るために何ができるかといったポジティブな検討につなげるこ

とができるだろう。 

図 39 当事者の実現したいことや感じている障壁の掲載内容 
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③ 活動の場やアクセスポイントの紹介 

一般的な企業に勤めている方や、これまで本人ミーティングや協議会に参加したこと

がない当事者にとっては、そもそも現状どこでどういった取組をしているのか、イメー

ジがつかないことも多い。知らないが故に参加に向けたハードルが上がってしまい、な

かなか一歩踏み出すことができない方も多いと想定される。そうした方の不安を解消す

るためにも、まずは見学できるような場を設けたり、問合せができるような形を作るこ

とで、より多くの方に活動のすそ野を広げることができるだろう。 

 

図 40 活動の場やアクセスポイントの紹介内容 

 

 

1-5 今後の展望について  

 これまで認知症の方の意見を企業につなぎ、商品やサービスの開発に役立てるための仕組みに

ついて述べてきたが、そもそもこの仕組みを通じて目指すべきは、認知症の有無にかかわらず、誰

もが尊厳を持ち暮らしやすい社会をつくることである。しかしながら、現状では認知症はネガティブ

な印象でとらえられてしまうことが多い。認知症は誰もがなりうるものであり、今後は認知症当事者の

方が認知症になっても、それまでと変わらないような生活ができるよう、より多くの方に興味関心を

持ってもらい、取組への参画を促していくことが重要である。 

より企業の参画を促す上では、取組に参画する企業を評価するような制度設計も必要である。

認知症バリアフリーワーキンググループで検討されている認証制度の一項目に認知症当事者の声

を踏まえた取組を行っていることを要件に含めるなど、他の事業とも連動した、有機的な仕組み・制

度の設計を行うことが必要となると考えている。 

また、認知症に関する取組は医療や介護・福祉という観点で語られることが多く、現在自治体の

中での取組は高齢者支援課などの高齢福祉部門が中心となっている。しかしながら、本調査研究

事業における仕組みは、医療・介護にとどまるものではなく、社会生活全般を対象としている。その

意味で、自治体の中でも他部署との連携を図り、多面的な角度から充実させていくことが重要であ

ろう。 

この調査研究を通して、認知症当事者や企業・自治体の各部局が連携を深め、より認知症当事

者が暮らしやすい社会の実現に向けて動きだす契機となることを願っている。 
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